
令和７年度 労働・雇用に関する取り組み

（事業概要）

浜松市 産業部 労働政策課

1資料１



労働教育協議会開催事業

■背景・目的

■事業概要

■事業イメージ

附属機関の委員等 雇用促進事業
労働・雇用
相談事業

勤労者福利
厚生事業

勤労福祉施設
運営事業

労働・雇用
デジタル運営経費

■事業実績 ※令和7年度

■機関名称：浜松市労働教育協議会
■根拠条例：浜松市労働教育協議会条例
■委員構成：委員人数 10名

・労働者代表 3名
・経営者代表 3名
・学識経験者 ４名

■任 期：3年
■審議内容：労働問題についての啓発及び宣伝に関すること。

労働についての講座及び行事の開催に関すること。
労働者の福利厚生に関すること。
その他労働教育に関すること。

労働教育及び労働福祉行政を推進するため、関係機関と緊密な連
絡調整をとり、広く企業、勤労者の実情を調査研究及び審議し、市長
の諮問に応じ答申、建議するため設置した附属機関を運営する。

開催回数 2回（令和7年7月9日、令和８年2月13日）

協議会での

審議・意見

交換

実情把握及び、

市政反映

市政

報告
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高校生等就職支援事業①

■背景・目的

■事業概要

■事業イメージ

附属機関の委員等 雇用促進事業
労働・雇用
相談事業

勤労者福利
厚生事業

勤労福祉施設
運営事業

労働・雇用
デジタル運営経費

■事業実績 ※令和8年3月末時点

■浜松みらいっこ事業
将来を担う小中学生に地域の魅力を知ってもらうことや、視野を広げ職業の
選択肢を増やすことを目的に、職業体験や企業ノウハウを活かした人材育
成プログラムを体験してもらう。
・参加対象者：小学生、中学生及びその保護者
・実施期間：７月下旬～８月下旬

■社長の特別授業
若者の市外流出の抑制と進学等による流出後のＵターン就職の促進を目
的として、市立中学校48校において、市内の企業代表による特別授業
（講演）を実施する。
・対象：市内中学校

■高校生職場見学実施事業
高校生の職業意識の形成を支援するため、企業見学を行い職業や産業に
対する理解を深める。
・対象：浜松市内の高校
・実施期間：12月～２月頃

高校生等の職業意識形成を図るため、企業見学等を行い職業や産
業についての理解を深める。

■浜松みらいっこ事業
・参加企業数：36社 ・参加者数：903人

■社長の特別授業
・講師数：38社 ・参加校数：48校（内2校開催中止）

■高校生職場見学実施事業
・学校数：9校 ・参加学生数：1,364人 ・受入企業実数：32社
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高校生等就職支援事業②

■背景・目的

■事業概要

■事業イメージ

附属機関の委員等 雇用促進事業
労働・雇用
相談事業

勤労者福利
厚生事業

勤労福祉施設
運営事業

労働・雇用
デジタル運営経費

■事業実績 ※令和8年3月末時点

■Futureしずおか
高校生の将来的なＵターン就職並びに就職を希望する高校生の地元就
職を促進するため、県内の全高校２年生へ配布する就職ガイドブック
「Futureしずおか」へ浜松就職・転職ナビＪＯＢはま！の広告を掲載する。
・発行月：11月頃

■未来ビュー浜松
進学で市外に転出する高校生の将来的なＵターン就職を促進するため、
進学イベント「未来ビュー浜松」において市内企業の体験ブースを設置し、
市内企業の魅力を伝える。
・対象：高校生、教員、保護者

高校生等の職業意識形成を図るため、企業見学等を行い職業や産
業についての理解を深める。

■未来ビュー浜松
・参加学生数：1,402人 ・出展企業数：7社
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大学生等就職支援事業①

■背景・目的

市内のものづくり企業で活躍する文系女子を紹介する動画を作成し、
位置情報を活用 して大都市圏の学生に発信することで、女性が市内
で就職する選択肢・ 可能性を広げる。

■事業概要

■事業イメージ

■令和7年度実績（3月末時点）

１ 市内企業ものづくり企業等で活躍する文系女子の紹介動画の作成
・内容
ー「子育てしながら働く人」、「女性管理職」、「入社してから資格取得」、
「若手活躍」などのテーマごとに活躍する女性の紹介
ー市内企業にどのような働く場所・仕事内容等があるか紹介
ー市内企業で働くことや浜松市で暮らすことの魅力をアピール

・動画作成数：4本（2～3分程度）
・協力企業の募集：10社程度
・動画配信媒体：YouTube、Instagram

２ 位置情報活用による学生抽出及び広告配信
・位置情報を活用し、県内大学、首都圏等の大学周辺の大学生等に対し
て、SNS広告を活用して、紹介動画の閲覧を促進させる。
・広告媒体：Instagram

・表示回数674,560回（KPI：292,913回）
・クリック数4,128回（KPI：1,432回）
・参加企業数：9社9人
・動画本数：4本
・動画総再生回数：14,098回

附属機関の委員等 雇用促進事業
労働・雇用
相談事業

勤労者福利
厚生事業

勤労福祉施設
運営事業

労働・雇用
デジタル運営経費
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■文系女子活躍促進事業



大学生等就職支援事業②

■背景・目的

■事業概要

■事業イメージ

附属機関の委員等 雇用促進事業
労働・雇用
相談事業

勤労者福利
厚生事業

勤労福祉施設
運営事業

労働・雇用
デジタル運営経費

■事業実績 ※令和8年3月末時点

■位置情報活用による市内企業PR動画配信事業
・内容：市内企業の魅力をPRする動画を作成し、スマートフォンの位置情報

を活用して、大都市圏や県内の大学生等に配信し、市内企業の
魅力を伝えるもの。

・遡及対象者：大都市圏や県内の大学生等

・参加企業数：市内企業19社

・動画配信媒体：Instagram、Youtube

・動画秒数：1分30秒～2分程度

・広告配信対象：東京都、静岡県、愛知県、大阪府内の大学に
過去1年で複数回訪問歴のある20～24歳の男女

市内中小企業等の人材確保及び市内就職促進を図るとともに、本
市の将来を担う産業人材の確保及び若年者の移住・定住を促進する。

■位置情報活用による市内企業PR動画配信事業
・表示回数1,000,157回（KPI：1,171,652回）
・クリック数6,747回（KPI：5,728回）
・参加企業数：19社
・動画総再生回数：35,419回
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大学生等就職支援事業③

■背景・目的

■事業概要

■事業イメージ

附属機関の委員等 雇用促進事業
労働・雇用
相談事業

勤労者福利
厚生事業

勤労福祉施設
運営事業

労働・雇用
デジタル運営経費

■事業実績 ※令和8年3月末時点

■中小企業等採用活動応援事業費補助金
市内中小企業等の正社員採用活動に対する経費の一部を補助するもの。
・対象：浜松市内に事業所のある中小企業
・補助上限額：30万（奨学金返還支援認定企業の場合は40万円）

■【拡充】マッチングアドバイザー派遣等事業
大学生等や移住・転職希望者の市内企業就職を支援するため、マッチング
アドバイザー（浜松商工会議所職員）を大学キャリア支援課や就職イベン
トへ派遣するなど、市内企業への就職相談から内定まで個別に相談支援を
行う。
対象：浜松就職を考える学生や転職者などの求職者

■若者交流会
首都圏在住の若年層に市内企業の魅力を発信し、UIJターン就職を促進
することを目的に、交流イベントを開催する。
・イベント名称：浜松ではたらこう！先輩社会人との交流会
・開催日時：令和８年３月７日（土） 13:30～16:30
・会場：東急プラザ原宿「ハラカド」3階 HOW’z

市内中小企業等の人材確保及び市内就職促進を図るとともに、本
市の将来を担う産業人材の確保及び若年者の移住・定住を促進する。

■中小企業等採用活動応援事業費補助金
申請件数：105件 交付額：26,018千円

■マッチングアドバイザー派遣等事業
・派遣箇所数：226箇所（KPI：300箇所以上）
・面談人数：524人
・内定者数：145人（KPI：150人以上）

■若者交流会
・参加企業10社 ・参加学生：17名
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大学生等就職支援事業④

■背景・目的

■事業概要

■事業イメージ

附属機関の委員等 雇用促進事業
労働・雇用
相談事業

勤労者福利
厚生事業

勤労福祉施設
運営事業

労働・雇用
デジタル運営経費

■事業実績 ※令和8年3月末時点

市内中小企業等の人材確保及び市内就職促進を図るとともに、本
市の将来を担う産業人材の確保及び若年者の移住・定住を促進する。

■奨学金返還支援事業
認定企業：161社 新規交付対象者数：11人 総交付額：6,580千円

■UIJターン就職活動応援補助金
総交付者数：123人 総交付額：752千円

〇奨学金返還支援事業フロー

■奨学金返還支援事業
市が認定する中小企業（認定企業）に就職し、1年間以上の就業が継
続した奨学金を返還する市内居住者の若者に対し、市と中小企業が費用
の半分ずつ負担し、学生の奨学金返還を支援するもの。
・対象：認定企業に就職する方（30歳以下）
・支援期間：６年間
・補助上限：１８万円／年（６年間１０８万円）
・負担割合：市1/2 認定企業1/2
※企業負担（協力金）は、1人当たり最大９万円／年
※ワーク・ライフ・バランス等推進事業所及び高齢者活躍宣言事業所に
認証されている場合は、企業負担が1/3となる

■UIJターン就職活動応援補助金
市内中小企業等への企業訪問、インターンシップ、面接、採用
試験等にかかった交通費及び宿泊費の一部を助成
・対象者：市外に在住する学生又は求職者
・対象経費：交通費、宿泊費 等

※企業から支給がある場合は、補助対象経費から控除
・補助率 1/2
・補助上限 10,000 円/回（1人）
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女性就労支援事業

■背景・目的

■事業概要

■事業イメージ

附属機関の委員等 雇用促進事業
労働・雇用
相談事業

勤労者福利
厚生事業

勤労福祉施設
運営事業

労働・雇用
デジタル運営経費

■事業実績 ※令和8年3月末時点

■就労セミナー
・対象：求職活動中の女性
・受講方法：対面・オンライン
・セミナー概要（全5回、1回90分）
①キャリア＆マネープランセミナー ②ウェルビーイングセミナー
③年収の壁セミナー ④様々な働き方セミナー
⑤社会保険セミナー

■女性デジタル人材育成のための基礎講座（10日間）
・対象：デジタル知識を習得し、当年度中に就職したい方（定員20名）
・受講方法：対面（オンライン受講も可能）
・受講期間中、ノートパソコン無料貸し出し

■就職フェア
・参加企業：15社

就労を希望する女性を対象に、就職活動に役立つ基礎知識やスキルの
習得、またデジタル人材育成を促進する取組みにより、市内の産業人材
の掘り起こしを行う。

■フォローアップセミナー
・対象：セミナー参加者のうちの希望者
・概要：履歴書作成や就職に関する相談等
・全イベントで託児サービス付き
・イベント参加者のうち希望者にキャリアカウンセリングを実施

9

■各イベント参加者数
就労セミナー 270人 就職フェア 91人（KPI:セミナー・フェア 計120人以上）
デジタル講座 20人（KPI:20人）
■各イベント就職率
就労セミナー 67％ 就職フェア 67％ （KPI：セミナー・フェア：50％以上）
デジタル講座 82％ （KPI：70％）



女性就労実態調査

■背景・目的

令和6年10月から施行された年金制度改正法や年収の壁等、女性
の働き方が大きく変わることが見込まれ、今後の女性就労支援事業の
あり方や施策の参考にするため、浜松市内女性の就労状況について、
実態調査を実施する。

■事業概要

■事業イメージ

■調査対象
・住民基本台帳から無作為抽出した満20歳以上60歳未満の女性市民
3,500人
・ハローワーク窓口での来場者へのアンケート回答依頼 500人

■調査項目
・就労に関する設問20項目程度及び回答者の基本属性

■調査方法
・調査案内を郵送し、回答はQRコードによるオンライン回答

■調査時期
令和7年7月から8月

満20歳以上60歳未満
3500名

ハローワーク窓口への来場者
500名

アンケート結果集約・分析

女性就労支援事業等再検討

浜松市在住女性

附属機関の委員等 雇用促進事業
労働・雇用
相談事業

勤労者福利
厚生事業

勤労福祉施設
運営事業

労働・雇用
デジタル運営経費
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■事業実績 ※令和8年3月末時点

郵 送 調 査 ：依頼数3,500人→回答数1,243人（回収率：35.5％）
分析対象有効票数1,041件

ハローワーク来館者：依頼数 500人→回答数 79人（回収率：15.8％）
分析対象有効票数 59件



高齢者就労支援事業

■背景・目的

■事業概要

■事業イメージ

附属機関の委員等 雇用促進事業
労働・雇用
相談事業

勤労者福利
厚生事業

勤労福祉施設
運営事業

労働・雇用
デジタル運営経費

■事業実績 ※令和8年3月末時点

フォローアップ支援による就職者数 241人（KPI：200人以上）
新規高齢者活躍宣言事業所認定 14社

（求職者向け）
■就職セミナー
・内容：ライフプランやスキル向上のためのセミナー
・回数：年１回

■就職フェア
・内容：求職者と市内企業とのマッチング
・回数：年２回

■就職相談会
・内容：高齢者からの就労に関する各種相談対応
・回数：年12回（毎月）

■フォローアップ支援
・内容：シニア専用デスクと連携し、就職に向けたフォローアップ支援

希望する全ての高齢者が70歳になっても働くことができる就労環境を整
え、地域産業の担い手として高齢者の技能や知識を活かし活躍できる
都市を目指し、高齢者雇用を促進するもの。

（企業向け）
■求人開拓 個別の就労ニーズに添った求人を開拓

■高齢者雇用促進セミナー
・内容：市内企業に高齢者雇用に関する理解と認識を深めるセミナー
・回数：年１回

■高齢者活躍宣言事業所認定
・内容：70歳以上の者が就労可能な事業所を「高齢者活躍宣言事業所」に

認定する。
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外国人就労支援事業①

■背景・目的

■事業概要
■事業イメージ

附属機関の委員等 雇用促進事業
労働・雇用
相談事業

勤労者福利
厚生事業

勤労福祉施設
運営事業

労働・雇用
デジタル運営経費

■事業実績 ※令和8年3月末時点

①相談件数：2,231件（KPI：2,000件）
入社（内定含む）件数：60件（KPI：30件以上）

②相談件数：75件（KPI:70件） 交流会参加者数：118人
③マッチングイベント参加企業数：29社（KPI：20社）
参加留学生数：52人（KPI：40人）
インターンシップ受入企業：9社（KPI:10社）

①外国人の雇用・就労に関する相談事業
『浜松市外国人雇用サポートデスク』を設置し、外国人求職者及び地元
企業の相談からマッチングまでを支援
■所在：浜松国際交流協会（HICE） (浜松市中央区早馬町2-1)
■対象：市内在住の外国人、市内企業
■言語：日本語、英語、ポルトガル語、ベトナム語

②外国人メンターによる就労・起業促進事業
『外国人メンター』による留学生への就職相談や起業相談
■メンター数：6人

（国籍はインド、ベトナム、インドネシア、バングラディシュ）
■活動内容：メンターと留学生の個別相談、メンター・留学生・市内

企業が参加する交流会への出席

外国人労働者が気軽に安心して就労に関する相談ができる環境を整
えるとともに、外国人留学生等の優秀な人材が市内企業へ就職すること
を促進する。

③外国人留学生就職支援事業
〇外国人材雇用に関する啓発セミナーの開催
■対象：市内の外国人留学生受入希望企業
■内容：外国人就労の状況や課題、外国人採用サポートについて
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〇合同企業説明会の開催
・外国人留学生と外国人材正規雇用の意思がある企業とのマッチング
機会として、合同企業説明会を実施。
〇インターンシップマッチングイベントの開催
・外国人留学生のインターンシップ受入を促進するため、外国人材正規
雇用の意思がある企業とのマッチングイベントを実施。



外国人就労支援事業②

■背景・目的

■事業概要

■事業イメージ

附属機関の委員等 雇用促進事業
労働・雇用
相談事業

勤労者福利
厚生事業

勤労福祉施設
運営事業

労働・雇用
デジタル運営経費

■事業実績 ※令和8年3月末時点

外国人材の受入方法や受入後の事例を市内企業に情報提供し、
外国人材の活躍機会の拡大を図るため、セミナーを全2回開催する。

・第１回参加人数：38人
・第２回参加人数：38人

13

海外人材獲得事業

＜第１回開催内容＞
①特定技能、技能実習、育成就労制度の概要や制度の違い
講師：名古屋出入国在留管理局 高橋 一郎 氏

②特定技能外国人受入の事例紹介
講師：三立製菓株式会社 足立千明 氏

③外国人従業員を雇用する市内企業向けの浜松市支援策の紹介
講師：浜松市企画調整部国際課 内山晋吾 氏

＜第２回開催内容＞
①育成就労制度の概要、特定技能制度の違い 等
講師：公益財団法人 国際人材協力機構 尾関 伸治 氏

②外国人材の在留資格制度の概要、外国人材への就労支援の実例等
講師：静岡県行政書士会西遠支部 守屋和弘 氏



地域若者サポートステーションはままつ事業

■背景・目的

若年無業者（ニート）等の就職を支援し、経済的に自立させること
で、地域社会の支え手とするとともに、産業の担い手を育てることを目的
とする。

■事業概要

■事業イメージ

■事業実績 ※令和8年3月末時点

ニート等の若者(15歳～49歳)の職業的自立のため、心理カウンセリング
やソーシャル・スキル・トレーニング等の支援を行い、国と協働して若年無業
者の就業等を支援する。
※サポステ本体事業については厚生労働省の認定事業

■所在：浜松市若者コミュニティプラザ内
（中央区1-13-3ウィスティリアE-one3階）
■対象： 15歳～49歳の無業の者
■内容
・臨床心理士または公認心理師によるカウンセリング及びアセスメント
・グループカウンセリングの実施
・ソーシャル・スキル・トレーニングの開催
・職場見学・職場体験（ジョブトレーニング）の受入れ事業所の開拓等
・学び直し支援の実施 相談件数：2,799件

就業者数：37人

附属機関の委員等 雇用促進事業
労働・雇用
相談事業

勤労者福利
厚生事業

勤労福祉施設
運営事業

労働・雇用
デジタル運営経費
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就職氷河期世代支援事業

■背景・目的

いわゆる就職氷河期世代（概ね平成5年から平成16年に学校卒
業期を迎えた世代）の一人一人の課題に対応するため、静岡労働局、
地域若者サポートステーション、地域経済団体等と連携を深め、支援
対象者の支援に取り組む。

■事業概要

■事業イメージ

■事業実績 ※令和8年3月末時点

■地域若者サポートステーションはままつ就職氷河期世代支援事業
就職氷河期世代の職業的自立に向けた就労支援

・臨床心理士または公認心理師による相談、グループカウンセリング
・社会福祉士または精神保健福祉士による相談、グループカウンセリング
・職場見学・職場体験（ジョブトレーニング）のコーディネート
・福祉・医療機関及び就労支援機関との連携

サポステ氷河期事業新規登録者数：36人（KPI：22人）
就職者等数：11人（KPI：23人）

附属機関の委員等 雇用促進事業
労働・雇用
相談事業

勤労者福利
厚生事業

勤労福祉施設
運営事業

労働・雇用
デジタル運営経費
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家内労働促進事業

■背景・目的

家内労働者の福祉の向上を目的に、様々な事情により内職を希望
する家庭の主婦や母子家庭、身体障害者、高齢者などの家内労働
者に対し、相談や斡旋業務等を行い、家内労働者の家庭経済への安
定助長を図る。

■事業概要

■事業イメージ

■事業実績 ※令和8年3月末時点

・内職相談斡旋業務
・内職市場の開拓業務
・施設の管理運営に関する業務

新規登録者数：283人
相談者数：1,452人
内職斡旋件数：182件

附属機関の委員等 雇用促進事業
労働・雇用
相談事業

勤労者福利
厚生事業

勤労福祉施設
運営事業

労働・雇用
デジタル運営経費
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障害者雇用促進事業

■背景・目的

障がいのある人を対象に、それぞれの能力と希望に応じて就職できる
よう、就労に関する相談から就労に向けた支援、障害者雇用促進セミ
ナー開催などの総合的な支援を行う。

■事業概要

■事業イメージ

■事業実績 ※令和8年3月末時点

■就労支援相談業務
身体・知的・精神などの障がいのある人に対して、それぞれの能力と希望に
応じて就職できるよう、就労に関する相談等総合的な支援を実施。
・対象：障害のある人やその家族など
・相談方法：対面、電話など

■定着支援等相談業務
就労に至った後の職業生活での自立を図るため、事業者や関係機関等へ
の訪問による相談や連絡調整を行い、職場への定着支援を実施。
・対象：障害のある人や事業者など
・相談方法：対面、電話など

■障害者雇用促進セミナー※令和7年度はシンポジウム形式で実施
障害者雇用を促進するため、障がいのある人やその家族、または事業者向
けに就労に関するセミナーを実施。
・対象：障がいのある人やその家族、または事業者向け
・回数：年間１回

■就労支援相談業務
・相談延件数：1,197件

■定着支援等相談業務
・相談延件数：3,775件

■障害者雇用促進セミナー
・開催日：令和7年9月24日 ・参加者数：58人（KPI：50人）

附属機関の委員等 雇用促進事業
労働・雇用
相談事業

勤労者福利
厚生事業

勤労福祉施設
運営事業

労働・雇用
デジタル運営経費
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働き方改革推進事業①

■背景・目的

人材の確保と定着を図るため、企業が推進するワークライフバランス等
の取組を促進し、心身ともに健康を維持しながら、能力を発揮できる職
場環境の実現を図る。

■事業概要

■事業イメージ

■事業実績 ※令和8年3月末時点

 ワーク・ライフ・バランス等推進事業所認証事業
事業所のワーク・ライフ・バランス等の実現に向けた活動を促進するため、
育児休暇制度など従業員の仕事と生活の両立支援等に取り組む事業
所を認証し、その取り組みを市のHPで公表する。
・対象：常時雇用する労働者を有して事業活動を行う事業所

 ワーク・ライフ・バランス等アドバイザー派遣事業
ワーク・ライフ・バランス等に配慮した働きやすい職場環境づくりを目指す
事業所の希望に応じて、専門家（社会保険労務士）を派遣する。
・費用：無料
・派遣回数：4回

 働き方改革等推進セミナー
市内事業所を対象に働き方改革等を推進するためのセミナーを開催

事業所認証数:13社（KPI：10社）（総数154社）
アドバイザー派遣:2社、5回
働き方改革セミナー参加者:34人（KPI：100人）

附属機関の委員等 雇用促進事業
労働・雇用
相談事業

勤労者福利
厚生事業

勤労福祉施設
運営事業

労働・雇用
デジタル運営経費

ワーク・ライフ・バランス等
推進事業所認証マーク
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働き方改革推進事業②

■背景・目的

子育て支援の取組や子育て世代の就労を促進するため、コンテストを
通じて、模範的・先進的・特徴的な取組の横展開を図る。

■事業概要

■事業イメージ

 「浜松市子育て応援宣言事業所」の認定
子育て世代の従業員に対し、育児と仕事との両立支援の推進に取り組
む事業所を募集し、認証を受けた事業所やその取組み等を発信すること
で、子育てしやすい街はままつの実現を図る。

 子育て世代活躍企業コンテスト
「浜松市子育て応援宣言事業所」に認定された企業を対象とし、より
模範的・先進的・独創的な取組を実施している事業者を表彰する。

（審査ポイント）
・子育て、少子化対策のモデルとなる活動で、他の事業者の模範となり
うるもの
・その取組に先進性、独創性が認められるもの
・その取組が一過性のものではなく、継続性、実効性を備えているもの
・市全体の子育て支援気運醸成への貢献度が著しいと認められるもの
・採用状況、定着率、育児休暇等の取得状況 など

附属機関の委員等 雇用促進事業
労働・雇用
相談事業

勤労者福利
厚生事業

勤労福祉施設
運営事業

労働・雇用
デジタル運営経費
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■事業実績 ※令和8年3月末時点

 「浜松市子育て応援宣言事業所」新規認定企業数：44社（KPI：10社）
 「子育て世代活躍企業コンテスト」応募事業所数：11社



職業訓練支援事業

■背景・目的

職業能力開発促進法事業による認定職業訓練その他職業訓練に関
し必要な事業を行い、職業人として有為な労働者の養成と労働者の
経済的社会的地位の向上を図ることを目的とする事業について助成す
る。

■事業概要

■事業イメージ

■事業実績 ※令和8年3月末時点

建築や造園の高度な技能・技術を習得する職業訓練を実施し、人材の
育成、技術の継承をしている職業訓練校及び湖西地域職業能力開発協
会に対し補助金又は負担金を交付する。

職業訓練支援事業（補助金）
■対 象：浜松建築高等職業訓練校

浜北高等技能開発校
■概 要：職業人として有為な労働者の養成と労働者の経済的

社会的地位の向上を図ることを目的とし、実施する訓
練過程実施事業について、予算の範囲内において浜松
市職業訓練事業費補助金を交付する

職業能力開発協会支援事業（負担金）
■対象：湖西地域職業能力開発協会
■概要：浜松市長が職業訓練法人湖西地域職業能力開発協会の

役員（副会長） として負担金の出資

補助金：浜松建築高等職業訓練校

■訓練生徒数：6名
■補 助 額：240,000円
浜北高等技能開発校
■訓練生徒数：8名
■補 助 額：493,000円

負担金：湖西地域職業能力開発協会
■負 担 額：450,000円

附属機関の委員等 雇用促進事業
労働・雇用
相談事業

勤労者福利
厚生事業

勤労福祉施設
運営事業

労働・雇用
デジタル運営経費

補助金交付
職業訓練

実施

職業人として有為

な労働者の養成
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ジョブサポートセンター事業

■背景・目的

浜松市と静岡労働局の相互の連携により、障がいのある方や生活保
護受給者等に対する就労支援の強化を図るため。

■事業概要

■事業イメージ

■事業実績 ※令和8年3月末時点

市が実施する生活支援と、ハローワークが実施する職業相談、職業紹介等

を一体的に実施し、障がい者や生活保護受給者等へ、相談から就職まで

一貫したサービスを提供し、一人ひとりの状況に応じた就労支援を実施する。

令和4年度からは高齢者就労支援窓口「シニア専用デスク」を開設した。

■開設場所：浜松市役所本館1階（浜松市中央区元城町103-2）

■TEL：053-457-2104

■相談時間：9:00-12:00、13:00-17:00

※予約の方優先

■休業：土・日・祝・年末年始

【生活保護】支援対象者数：200人
就職者数 ：95人

【障がい者】 支援対象者数：189人
就職者数 ：80人

【高齢者】 支援対象者数：406人
就職者数 ：235人

附属機関の委員等 雇用促進事業
労働・雇用
相談事業

勤労者福利
厚生事業

勤労福祉施設
運営事業

労働・雇用
デジタル運営経費
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労働・雇用相談事業

■背景・目的

社会保険労務士による労働相談窓口を設置し、労働時間、解雇、
賃金等に加え、ハラスメントを受けた労働者の様々な雇用に関するトラ
ブルに対応する。

■事業概要

■事業イメージ

■事業実績 ※令和8年3月末時点

無料電話労働相談

 時間：毎週日曜日 正午から午後５時まで（年末年始を除く）

 内容：社会保険労務士による無料電話労働相談

労働条件、労働時間、休日、賃金など、雇用と労働に関す

ることについて、電話で相談ができます。

労働者だけでなく、事業所からの相談にも対応しています。

 電話：0800-2003-363（通話料無料）

※【静岡県】西部県民生活センター労働相談（浜松総合庁舎）

月曜日～金曜日 9時～12時、13時～16時

電話：0120-9-39610（053-452-0144）
相談件数：148件

附属機関の委員等 雇用促進事業
労働・雇用
相談事業

勤労者福利
厚生事業

勤労福祉施設
運営事業

労働・雇用
デジタル運営経費
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勤労者生活資金貸付事業

■背景・目的

浜松市に居住する勤労者が生活資金を充当できる環境を整えるこ
とにより、生活の安定と福祉向上の実現を図る

■事業概要

■事業イメージ

■事業実績 ※令和8年3月末時点

浜松市内に居住し、企業及び労働組合に生活資金の融資制度が無い勤
労者に対し、静岡県労働金庫と連携し、くらしの中で必要となる生活資金
の貸付けを行い勤労者の生活の安定と福祉の向上を図る。

■対 象：以下４点の条件を満たす方
(1)申込日時点で市内に在住している
(2)従業員1,000人以下の企業に勤務している
(3)勤め先及び労働組合に生活資金融資制度が無い
(4)市税を完納している

■限 度 額：１５０万円以内（万円単位）
■利 率：労金所定の利率

(年利1.80％（別に保証機関の保証が必要））
■返済期間：5年以内
■返済方法：元金均等又は元利均等の月賦償還及び月賦・

半年賦併用償還
■そ の 他：受付枠上限に達し次第終了

貸付件数：6件
貸付金額：6,570,000円

附属機関の委員等 雇用促進事業
労働・雇用
相談事業

勤労者福利
厚生事業

勤労福祉施設
運営事業

労働・雇用
デジタル運営経費
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勤労者共済事業費助成事業

■背景・目的

公益財団法人浜松市勤労福祉協会が実施する勤労者への共済事
業に対し補助金を交付することにより、市内中小企業勤労者の福利厚
生の充実と勤労者の福祉向上を図る

■事業概要

■事業イメージ

■事業実績 ※令和8年3月末時点

市内の中小企業勤労者の福利厚生の充実と、豊な暮らしを実現し、もって
中小企業の振興と地域社会の活性化に寄与することを目的として、公益財
団法人浜松市勤労福祉協会が行う勤労者共済事業の一部を助成する。
■対象事業
在職中生活安定･老後生活安定･財産形成事業

(1)法律相談事業
(2)メンタルヘルス･子育て介護応援事業
(3)生涯生活設計事業
(4)財産形成に係る事業

健康維持増進・自己啓発事業
(1)健康教室開催事業
(2)スポーツ・文化施設割引利用券助成及びコンサートチケット
斡旋事業

(3)健康診断・文化講座等推進事業
(4)文化講座開催事業

事業所数：2,050事業所
会 員 数 ：22,218人
交 付 額 ：5,722,000円

附属機関の委員等 雇用促進事業
労働・雇用
相談事業

勤労者福利
厚生事業

勤労福祉施設
運営事業

労働・雇用
デジタル運営経費

浜松市・湖西市（補助金交付）

補助金

勤労福祉協会

サービス
の提供

企業・個人事業主等

会費

情報提供事業
(1)広報事業
(2)事業運営環境整備事業

※補助割合は、人口、それぞれの市の会員数等に応じる
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勤労者福祉事業費助成事業

■背景・目的

浜松市労働者福祉協議会と市が共催して行うはままつ労福協まつり
の負担金及び労働福祉講演会の会場借上料を交付することにより、
勤労者の福祉の向上を図る。

■事業概要

■事業イメージ

■事業実績 ※令和8年3月末時点

勤労者の福祉の向上を図るため、市と共同開催しているはままつ労福協ま
つりへ負担金及び福祉講演会の会場借上料を支出する。

はままつ労福協まつり
■開催回数：年１回
■開催形態：共催
■事業内容：チャリティ募金や、フードバンクへの協力依頼のほか、浜松

市もブースを出展し、健康増進や交通安全の啓発を行っ
ている。

生活支援セミナー
■開催回数：年１回
■開催形態：共催 はままつ労福協まつり（10月19日開催）

会場：浜名湖ガーデンパーク 来場者数：13,782人
労働福祉講演会（1月22日開催）
会場：アクトシティ浜松コングレスセンター 来場者数：150人

附属機関の委員等 雇用促進事業
労働・雇用
相談事業

勤労者福利
厚生事業

勤労福祉施設
運営事業

労働・雇用
デジタル運営経費
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勤労者住宅建設資金等償還利子助成事業

■背景・目的

住宅取得時の借り入れ金の利子を一部補助することで、勤労者の生
活水準の向上と持家の促進を図る。

■事業概要

■事業イメージ

■事業実績 ※令和8年3月末時点

静岡県労働金庫から住宅建設資金を借り入れた勤労者を対象に利子補
助金を交付する。

■ 対 象：以下3点の条件を満たす方
(1)勤労者であること
(2)市内に自ら居住する住宅を新築または、建売住宅、
中古住宅、マンションを購入する方

(3)市税を完納、または市から徴収の猶予若しくは
換価の猶予を受けていること

■ 条 件：(1)居住の用に供する部分の床面積が１５０平方
メートル以下であること。

(2)市県民税額が30万円以下であること。
■ 対象額：申込金額を限度とし、50万円以上300万円以下
■ 期 間：１０年間
■ 補助額：利子補助金の対象額を利率年０．６０パーセント、

１０年間元利均等月賦償還により算出した利息に相
当する額

交付決定数：133件
令和7年度執行額：22,771,799円

附属機関の委員等 雇用促進事業
労働・雇用
相談事業

勤労者福利
厚生事業

勤労福祉施設
運営事業

労働・雇用
デジタル運営経費
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勤労会館運営事業

■背景・目的

勤労者等の文化の向上及び福祉の増進を図るため、勤労会館の
管理運営並びに自主事業の開催を指定管理者に委託する。

■事業概要

■事業イメージ

■事業実績 ※令和8年3月末時点

■指定管理者 浜松市勤労福祉協会・三幸共同事業体

■指定管理期間 令和5年度～令和7年度

施設概要

■施設名称 浜松市勤労会館

■施設所在地 中央区城北一丁目8番1号

■施設の概要 鉄筋コンクリート造

敷地面積 2,956.30㎡

延床面積 3,577.49㎡

■貸部屋 ホール、会議室、和室
利用人数：66,359人
利用件数： 7,222件

附属機関の委員等 雇用促進事業
労働・雇用
相談事業

勤労者福利
厚生事業

勤労福祉施設
運営事業

労働・雇用
デジタル運営経費
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浜北地域活動・研修センター運営事業

■背景・目的

地域住民のコミュニティ活動の推進並びに職業能力及び教養の向上
を図るため管理運営及び研修事業を実施。

■事業概要

■事業イメージ

■事業実績 ※令和8年3月末時点

施設概要

■施設名称 浜北地域活動・研修センター

■施設所在地 浜名区於呂2829番地の１

■施設の概要 鉄筋コンクリート造

敷地面積 2,360.94㎡

延床面積 1,711.65㎡

■貸部屋 実習室 講堂 視聴覚室 研修室 パソコン室 等

講座事業 ・ＩＴ学習支援

・パソコン教室

・簿記講座

・宅建講座

・園芸講座 利用人数：30,795人
利用件数： 2,108件

附属機関の委員等 雇用促進事業
労働・雇用
相談事業

勤労者福利
厚生事業

勤労福祉施設
運営事業

労働・雇用
デジタル運営経費
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勤労者福祉施設整備事業

■背景・目的

勤労者福祉施設の整備に要する経費

■事業概要

■事業イメージ

■事業実績 ※令和8年3月末時点

令和7年度実施工事（主なもの）

・浜松市勤労福祉センター 大規模改修工事

竣工から40年を迎える施設の老朽化が進んでいる勤労会館（Ｕホー

ル）と勤労青少年ホーム（アイミティ浜松）の２つの勤労福祉施設につ

いて、令和３年度からの「施設のあり方検討」を経て、勤労青少年ホーム

を拠点的施設として勤労会館機能をと統合し、新たな勤労福祉施設とし

て位置付け、令和7年度に大規模改修工事を実施した。

【機能統合スケジュール】

勤労青少年ホーム 令和6年度末閉館

勤労会館 令和7年度末閉館

勤労福祉センター 令和8年度開館 決算額：529,071,987円

附属機関の委員等 雇用促進事業
労働・雇用
相談事業

勤労者福利
厚生事業

勤労福祉施設
運営事業

労働・雇用
デジタル運営経費
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労働・雇用デジタル運営経費

■背景・目的

浜松市内企業の情報や魅力等を全国の学生や移住・転職希望者
等の求職者等に向けて情報発信する就職支援サイト「浜松就職・転
職ナビ ＪＯＢはま！（平成28年9月1日開設）」の運営を行う。

■事業概要

■事業イメージ

”浜松で、はたらく。くらす。”をテーマとした、市内企業の情報や魅力を情報

発信する「浜松就職・転職ナビ ＪＯＢはま！」を運営し、ＵＩＪターン就

職の促進、地域産業人材の獲得を目指す。

■対象者：学生などの教職者・企業・団体・個人事業主等

■掲載情報

・浜松市内企業情報

・浜松市内企業の求人情報

・浜松市内企業のインターンシップ情報

・浜松市主催の就職イベント等

・浜松市の就労に関する事業

・浜松市からのお知らせ 等
■登録求職者数： 6,026人
■登録事業者数： 2,599社
■サイト訪問者数： 136,328人

附属機関の委員等 雇用促進事業
労働・雇用
相談事業

勤労者福利
厚生事業

勤労福祉施設
運営事業

労働・雇用
デジタル運営経費
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■事業実績 ※令和8年3月末時点



浜松・インド経済交流推進事業① 『Hamamatsu Day in IITH』

■背景・目的

2024年12月に覚書を締結したインド工科大学ハイデラバード校と、
浜松地域企業及び大学とで、人材獲得及び共同研究等を目的とした
マッチング会「Hamamatsu Day」を開催。

■事業概要

■事業イメージ

■事業実績 ※令和8年3月末時点

 開催日時：2025年11月1日(土)・11月2日(日) 10:00～16:00

 開催場所：インド工科大学ハイデラバード校

（インド共和国テランガナ州）

 参加対象：IITH学生の本採用やインターンシップ受入、IITHとの

共同研究に興味関心のある浜松市内企業及び大学

 イベント内容：

＜DAY1＞オープニングセレモニー、企業及び大学紹介のピッチ、

IITH学生との個別相談会

＜DAY2＞キャンパスツアー、IITH学生との個別相談会

附属機関の委員等 雇用促進事業
労働・雇用
相談事業

勤労者福利
厚生事業

勤労福祉施設
運営事業

労働・雇用
デジタル運営経費
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（ピッチの様子） （個別相談会の様子）

 参 加 者：企業8社、1大学
 イベント成果：①ピッチ聴講学生数⇒約120名

②個別相談会⇒延べ約550名の学生がブース訪問
 マッチング成果：・採用（内定）者数 7名（応募257名）

・インターンシップ受入数 1名（応募67名）



浜松・インド経済交流推進事業② 『India・Hamamatsu 人材マッチングプログラム』

■背景・目的

市内企業におけるインド人材（技能実習・特定技能）の受け入れを
促進させるため、インドの送り出し機関と浜松市側のネットワークの構築
を目的としたマッチングイベント等を開催。

■事業概要

■事業イメージ

■事業実績 ※令和8年3月末時点

 開催日時：2026年1月13日(火)・1月15日(木)

 開催場所：インド・デリー

 参加対象：浜松市内企業及び管理団体・登録支援機関

 イベント内容：

＜DAY1＞インドの送り出し機関の視察

＜DAY2＞インド人学生等への企業紹介

インドの送り出し機関とのマッチングイベント

＜DAY3＞インドものづくり企業の視察

附属機関の委員等 雇用促進事業
労働・雇用
相談事業

勤労者福利
厚生事業

勤労福祉施設
運営事業

労働・雇用
デジタル運営経費
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（企業紹介の様子） （送り出し機関との
マッチングイベントの様子）

 参 加 者：企業6社、監理団体等3社


